
第２号様式（第８関係） 

 

     年  月  日 

 

調布市長 宛 

 

調布市土砂災害警戒区域等アドバイザー派遣事業利用申請書 

 

 調布市土砂災害警戒区域等アドバイザー派遣事業を利用したいので，下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

１ 概要 

氏名  

電話番号  

住所 
〒 

 

擁壁等の所在地 
〒 

 

 

２ 同意 

 調布市土砂災害警戒区域等アドバイザー派遣事業の利用の可否を決定するため，市がその保

有する申請者（その属する世帯の構成員を含みます。以下同じ。）の納税状況，住所，氏名など

の個人情報を調査することに同意します。 

 また，当該事業の利用の承認を受けた場合にあっては，申請者の個人情報を委託機関に提供

することに同意するとともに，当該事業を行うために，アドバイザーが敷地内に立ち入り，写

真撮影をすることに同意します。 

 

申請者署名                

 

 

 

 

 

(裏面あり)  



（裏面） 

３ 確認事項 

４ 添付書類 
【共通】 

□対象地の所有者が確認できる書類（固定資産税の納税通知書など） 

□既存の敷地等の図面がある場合は，当該図面の写し 

□急傾斜地の崩壊区域調書 

 

※借地の場合 

□調布市土砂災害警戒区域等アドバイザー派遣事業利用申請承諾書（第３号様式） 

 

※区分所有の場合 

□管理組合の代表者であることを確認できる書類の写し又は当該敷地に係る共有持分を保有

する者から決議等により選任された者であることを証する書類の写し 

 

※共有の場合 

□共有者の持分の過半の同意により代表者として選任された者であることを証する書類及び

調布市土砂災害警戒区域等アドバイザー派遣事業利用申請同意書（第４号様式） 

 

 

 

 

申請者 

(全てに 

チェック) 

□ 
市内の土砂災害警戒区域等に存する敷地において土砂災害特別警戒区域の

指定解除を前提とした安全化対策を検討している。 

□ 国，地方公共団体又はこれらに準ずる団体でない。 

□ 建築物又は土地の販売による利益を目的とした事業者でない。 

□ 鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第７条に規定する鉄道事業者でない。 

□ 
市内の土砂災害警戒区域等に存する敷地等を含む土地において，建築物を

建築するために安全化対策を検討する者でない。 

申請者 

(いずれかに

チェック) 

□ 納期の到来した市税を完納している。 

□ 市税が非課税である。 

申請者 

(いずれかに

チェック) 

□ 
自己所有 

□全部 □一部 
対象敷地等の全部又は一部を所有する者 

□ 借地 
対象敷地等について土地所有者の承諾を得て安

全な擁壁の築造工事を検討している借地人 

□ 

区分所有 

□区分所有者の団体の

代表者 

□選任者 

建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律

第 69 号）の団体の代表者又は当該敷地に係る共

有持分を保有する者から決議等により選任され

た者 

□ 共有 

土砂災害警戒区域等アドバイザーの派遣につい

て当該共有者の持分の過半の同意により代表者

として選任された者 

※建築指導課処理欄（該当にチェック） 

□ 現に住宅が存在するなど，土砂災害により住宅に被害が及ぶ恐れがある敷地等である。 

□ 譲渡又は売買を目的とするために所有するものでない。 

□ その他（                                    ） 


